
自転車利用環境の変化

自転車まちづくり推進課
令和2年7月3日
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〇2016年3月、さいたま市の自転車に関する様々な取組を総合的にとりまとめる「自転車まちづくりプ
ラン～さいたまはーと～」が策定された。

〇その後、2017年5月に自転車活用推進法が施行され、国の計画策定とともに、地方公共団体の計画策
定が義務付けられた（地方公共団体は努力義務）。

図 国の自転車活用推進計画の目標・施策（2018.6策定）

１. 社会的な動向の変化 ①自転車活用推進計画の策定



１. 社会的な動向の変化 ②地方版自転車活用推進計画の策定状況

〇地方公共団体の自転車活用推進計画の策定が進んでおり、23都道府県、18市区町村が策定済みである。

3資料：自転車活用推進本部HP

図 地方版自転車活用推進計画の策定状況



１. 社会的な動向の変化 ③シェアサイクルの普及拡大

〇シェアサイクルは全国で普及が進んでおり、昨年３月時点で、159都市で展開されている。

4図 シェアサイクル実施都市（ H31.3 、159都市） 資料：全国シェアサイクル会議資料



１. 社会的な動向の変化 ③シェアサイクルの普及拡大

〇シェアサイクルは、今後、MaaS（Mobility as a Service）への展開、ラストワンマイルとしての活
用が期待されている。

〇ENEOSホールディングス㈱とOpenStreet㈱が協働で、データプラットフォーム構築や新たなモビリ
ティサービス展開を目指している。
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図 Open Street㈱のプラットフォーム

資料：ENEOSホールディングス株式会社プレス資料（2020.1.31）図 モビリティステーションのイメージ
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〇海外では、MaaSによって鉄道・レンタカー等と組み合わせてシェアサイクルが利用できる環境がある。

〇国内でも、シェアサイクルと鉄道のマルチモーダルな経路案内アプリも利用されつつある。
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図 マルチモーダルの経路情報案内の事例
（鉄道＋シェアサイクル、mixway）

１. 社会的な動向の変化 ③シェアサイクルの普及拡大

資料：ヴァル研究所資料：第1回シェアサイクルの在り方検討委員会（国交省、R2.3.31）



１. 社会的な動向の変化 ④スポーツサイクルの盛り上がり

〇東京2020オリンピックで、ロードレースやBMXレーシング等が開催されることで、自転車競技が注目
され、世界トップレベルの選手を体感し、今後、国内スポーツサイクルの盛り上がりが期待される。
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図 BMXレーシング

（有明アーバンスポーツパークで開催）

図 ロードレース
（武蔵野の森～富士スピードウェイで開催）



１. 社会的な動向の変化 ④スポーツサイクルの盛り上がり

〇スポーツ車の販売台数の推移をみると、クロスバイクが最も多く、次にロードバイクとなっている。
販売台数は近年横ばいが続いているが、全車種に占めるスポーツ車の割合は若干増加している。
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図 １店舗当たりのスポーツ車の平均販売台数の推移（全国）

資料：国内販売動向調査（自転車産業振興協会）



〇しまなみ海道、ビワイチ等、サイクルツーリズムによる観光増進・地域活性化の取組みが全国で展開
されており、2019年9月に国がナショナルサイクルルート制度を設立し国内外へのPR推進を行っている。

9

図 ナショナルサイクルルートのHP

図 ビワイチのポータルサイト・WEBマップ（滋賀県）

１. 社会的な動向の変化 ⑤サイクルツーリズムの盛り上がり



〇国内の15歳以上70未満の方で、サイクルツーリズム※を経験したことがある人は53.2%、１年以内に
経験した人が20.3％となっている。また、その際の平均消費額は１回あたり約3.1万円/人である。
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表 サイクルツーリズムでの平均消費額

図 サイクルツーリズムの経験人口・割合

※サイクルツーリズムとは、生活圏ではない地域を訪れ自転車で走ること
資料：ツール・ド・ニッポン（一般社団法人ルーツ・スポーツ・ジャパン）

１. 社会的な動向の変化 ⑤サイクルツーリズムの盛り上がり



〇サイクリング拠点の整備や、自転車観光案内等、サイクルツーリズム、観光周遊の環境が充実しつつ
ある。
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図 12言語に対応する自転車観光アプリ
（スポットツアー、大阪市ハブチャリ）

図 サイクルナビによる観光案内（パナソニック）

図 サイクリング拠点
（りんりんスクエア土浦）

図 荒川サイクリング
（西来る（サイクル）フェスタ、

大宮経済新聞）

１. 社会的な動向の変化 ⑤サイクルツーリズムの盛り上がり



〇全国的に肥満者割合は増加傾向で、運動習慣割合が横ばい（女性は減少）傾向である。

〇サイクリングは、ランニングやジョギングと同程度の運動強度があり、生活習慣病防止等、健康増進
効果が期待できる。
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図 運動習慣のある者の割合
の年次推移（20歳以上）

※メッツとは、身体活動の強さを、安静時の何倍に
相当するかで表す単位で、座って安静にしている状
態が１メッツ、普通歩行が３メッツに相当する。
資料：健康づくりのための身体活動基準 2013（厚
生労働省）

１. 社会的な動向の変化 ⑥健康増進

図 肥満者（BMI≧25 kg/m2）
の割合の年次推移（20歳以上）

資料：平成30年国民健康・栄養調査（厚生労働省）

図 運動種類別運動強度（メッツ※）
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〇自転車の健康効用が、利用者だけでなく、企業側にもメリットが大きいことを経営者側に周知するこ
とも、自転車通勤促進につながる。
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図 労働生産性の向上※Shimano

図 医療費の削減（保険負担軽減）※Shimano

１. 社会的な動向の変化 ⑥健康増進



〇全国的に保険の義務化が進んでおり、埼玉県では2018年4月から、東京都でも2020年4月から義務化さ
れた。
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１. 社会的な動向の変化 ⑦保険

図 自転車保険義務化の各地域の状況

資料：自転車活用推進本部HP

図 埼玉県の自転車保険義務化リーフレット

資料：埼玉県HP



〇首都圏のシェアサイクルは、４月の緊急事態宣言で利用回数は減少したが、利用時間が増加しており、鉄道利用
を避けた通勤やデリバリー利用が増えていることが考えられる。

〇三密を避けたレジャーとして、近隣の大規模公園やサイクリングロードにシェアサイクルで移動するマイクロ
ツーリズムでの利用も増加している。

〇海外では、ソーシャルディスタンスを保つため、自転車や歩行者等の空間拡大の検討が進んでいる。
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１. 社会的な動向の変化 ⑧コロナウィルス感染予防

資料：Streets for Pandemic Response & Recovery（NACTO）

図 物理的距離を保つための道路空間の見直し
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〇市街地がコンパクト、平坦で鉄道までの自転車利用が多い。
〇自転車保有率は、14大都市の中では最も高い。

表 自転車保有率（H30）
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14大都市
世帯での

自転車保有率
さいたま市 78.2%

京都市 75.8%

大阪市 74.0%

千葉市 66.6%

仙台市 65.9%

広島市 64.6%

名古屋市 64.6%

東京区部 62.3%

福岡市 61.2%

札幌市 60.3%

川崎市 59.8%

横浜市 57.5%

神戸市 48.4%

北九州市 47.6%

２．さいたま市の現状

図 市街地の密度・面積の比較（H27） 図 平坦性と自転車利用の関係（H22）
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〇性・年齢階層別の自転車トリップ割合では、H30において女性の生産年齢層や高齢層の利用が多い。

〇H20と比較すると、全体的に減少傾向であり、特に女性の生産年齢層の減少が大きい。

図 性・年齢階層別交通手段分担率（H20、さいたま市）
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図 性・年齢階層別交通手段分担率（H30、さいたま市）

資料：東京都市圏パーソントリップ調査

２．さいたま市の現状
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２３．４％

合計１７．７％合計２０．０％

女性 生産年齢層
２８．４％

女性 高齢層
２２．６％



〇移動目的別の自転車トリップ割合では、H30において買い物、通院の利用が多い。

〇H20と比較すると通勤・通学は増加しているが、買物等の私事が減少している。

図 移動目的別交通手段分担率（H20、さいたま市）
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図 移動目的別交通手段分担率（H30、さいたま市）

資料：東京都市圏パーソントリップ調査

２．さいたま市の現状



〇国際的なロードレース『ツール・ド・フランス さいたまクリテリウム』を2013年から継続的に開催
している。
〇市内には盆栽・人形・うなぎ・鉄道・サッカー等、多くの観光資源が分布している。
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２．さいたま市の現状

図 さいたま市における商業・観光資源の分布図 ツール・ド・フランス さいたまクリテリウム
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〇さいたま市では、民間事業者と連携してシェアサイクル実証実験を行っており、R2.4時点でサイクル
ポートが344箇所、緊急事態宣言前の3月時点で約3.4万人/月となっている。

20図 シェアサイクルのポート配置と利用状況の推移

シェアサイクルポート数344箇所（令和２年４月）

実験開始

利用回数５倍以上

２．さいたま市の現状

※民間ポート数は当該月に1回以上の利用（返却）があったものを計上



〇さいたま市自転車のまちづくり推進条例は平成31年4月1日に施行された条例であり、自転車損害保険
等の加入、自転車の安全利用の啓発、自転車利用環境整備、交通ルール・マナーの遵守などの内容が
盛り込まれている。

21図 さいたま市自転車のまちづくり推進条例のポスター

２．さいたま市の現状



〇さいたま市の自転車トリップ数の10年間の変化をみると、全体的に減少傾向である。

〇属性別には女性の生産年齢層の減少が大きく、移動目的では買い物等の私事目的の減少が大きい。こ
れは、自転車に限らず全交通手段のトリップ数もおおむね同様の傾向である。

図 自転車トリップ数の比較
（さいたま市、鉄道端末自転車含む）
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図 全交通手段トリップ数の比較
（さいたま市）

資料：東京都市圏パーソントリップ調査

３．さいたま市の課題
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〇さいたま市の人口あたりの自転車トリップ数は、女性の生産年齢層、若年層の利用が多い。

〇10年間の自転車トリップ数の変化をみると、女性の生産年齢層が大きく減少し、女性の高齢層が増加
した。これは全交通手段も同様の傾向であり、高齢層を除いて外出回数自体が減少傾向にある。

図 自転車トリップ数の比較（人口あたり）
（さいたま市、鉄道端末自転車含む）
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図 全交通手段トリップ数の比較（人口あたり）
（さいたま市）

資料：東京都市圏パーソントリップ調査

３．さいたま市の課題
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〇全国的には、ここ10年でスマートフォン・SNSが普及し、宅配取扱数が増えたことも外出減少の要因
になっていることが考えられる。
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出典：通信利用動向調査（総務省）

図 SNS利用率の推移（全国、全世代）

図 スマートフォン個人保有率の推移（全国）

出典：情報通信白書（総務省）

図 宅配取扱数の推移（全国）
出典：国土交通省

３．さいたま市の課題



〇自転車は短距離では最も所要時間が短い。

〇5km未満の交通手段分担率をみると、自転車と同程度の自動車利用もみられる（短い距離にも関わら
ず自動車を利用している人が多い）。また、H20と比較すると自転車が減少し、鉄道が増加している。
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図 5km未満の交通手段分担率（さいたま市）

資料：東京都市圏パーソントリップ調査
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〇放置自転車の撤去台数は年々減少傾向にあるが、H31時点で約8千台とまだまだ多い状況。

〇さいたま市の自転車関連死傷者数は減少が続いているが、全体の事故の中の自転車関連比率は横ばい。

図 自転車関連の死傷者数・自転車関連比率の推移
（さいたま市）

26資料：埼玉県警資料

３．さいたま市の課題

図 放置自転車の撤去台数の推移
（さいたま市内32駅合計）

資料：放置自転車統計（H15～H31）



〇さいたま市の事故の特徴として、全国と比較すると、出会い頭が多く、右左折時の事故が少ない。

〇人口当たりの年齢別では、16～18歳の事故率が高い。

図 人口当たりの自転車関連事故件数（H30）

27

資料：埼玉県警資料、イタルダデータ

図 事故形態別の自転車事故割合（H30）

３．さいたま市の課題
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 さいたま市の現状（特徴）
 市街地がコンパクト（身近な範囲に住宅や施設が立地）
 南北の鉄道ネットワークがあり、公共交通サービスが充実（駅を中心に商業施設・居住地が広がっており、駅までのアク
セスとして自転車が利用しやすい環境）

 市全域的に地形が平坦（自転車が走りやすい）
 全国的にも自転車保有台数が多く、多くの市民が自転車を利用（生活の中で自転車の利用が定着している）
 国際的なロードレース等、多様な自転車イベントが開催（国際レベルのサイクルスポーツを観戦できる）
 郊外には観光施設・自然景観が豊富（自然の中のサイクリングが身近に楽しめる）
 自転車店が多く、シェアサイクルの利用環境も拡大（自転車を気軽に利用できる環境が充実しつつある）

 さいたま市の課題
 自転車利用者数が減少傾向で、特に自転車での買物が減少（スマートフォン普及、SNS・EC利用拡大により人の移動自体が
減ってることも影響）

 近距離での自動車利用もまだまだ多い状況
 駅前等の撤去台数は減少傾向だがまだまだ多い状況
 全体の交通事故が減少する中、自転車関連事故の割合は横ばい
 出会い頭や右左折時等、交差点での事故が多く、高校生の事故率が高い（利用率が高いことも影響）

４．さいたま市の自転車に関わる現状と課題

現計画の「たのしむ」「まもる」「はしる」「とめる」を柱とした
総合的な自転車利用施策を、今後も継続して進める必要がある。


